12月13日　　　　第9回  24（９）-25（６）、26章（６）
　　　　　　第24章１小林　２田村　３－４高島
　　　　　　第25章１－２板持　３－４樋口
　　　　　　第26章１－２樋口　３－４鹿山
第24章～第26章　準拠法選択と合衆国憲法の関係
◎他州･他国の法を適用すること、あるいは自州の法だけを適用すると宣言する法律について、アメリカ合衆国憲法上の問題が提起される。一般に、準拠法選択のルールと実際の適用については、当該州と相当の接触・関連性を求めるとするのが連邦最高裁の判例だが、この相当の接触・関連性という要件は、実際には比較的緩やかなものである。
第24章  準拠法選択と合衆国憲法―significant contactsの要件
１　legal terms
　uninsured motorist coverage
２　cases
　Home Insurance Co. v. Dick, 281 U.S. 397 (1930)
　Pacific Employers Insurance Co. v. Industrial Accident Commission, 306 U.S. 493 (1939)
  Watson v. Employer's Liability Assurance Corp., 348 U.S. 66 (1954)
  Clay v. Sun Insurance Office, Ltd., 377 U.S. 179 (1964)
  Allstate Insurance Co. v. Hague, 449 U.S. 302 (1981)
  Phillips Petroleum Co. v. Shutts, 472 U.S. 797 (1985)
  Sun Oil Co. v. Wortman, 486 U.S. 717 (1988)
３　第24章　準拠法選択と合衆国憲法―significant contactsの要件
１）Due process clause とFull faitth and credit clause が関係する
　人的裁判管轄権では、minumu contacts（最低限度の接触・関連性）を要するが、準拠法として適用するにはそれ以上のsignificant contacts（相当の接触・関連性）を要する。
２）古典的なケースはHome Insurance Co. v. Dick, 281 U.S. 397 (1930)
   メキシコの船舶保険、1年以内に保険金請求という規定、1年を超えたので、テキサスで提訴。テキサス州なら2年以内は可能。連邦最高裁は、本件にテキサス州法は相当の関連性がないとして、テキサス州法適用をデュー･プロセス違反と判示。
３）ただし、この先例は実体的デュー･プロセス全盛時の判例。1930年代後半から、連邦最高裁は、自州の法を適用する州裁判所の判決を支持するに至る。その時代を経て、明確なルールが確立するのは1980年代の3つの判例による。
　　①Allstate Insurance Co. v. Hague, 449 U.S. 302 (1981)
        a siginificant contact or significant aggregation of contactsが必要と明示
　　　　その適用は実体法についてのみ
　　　　minimum contacts では足りない→その意味に注意
　　　事案はウィスコンシンでの交通事故。加害者が無保険で、被害者の無保険者による衝突補償保険でカバー。3件の保険、それぞれ1万5000ドルを累積できるか。ウィスコンシン州法ではできない。ミネソタ州で提訴して、ミネソタ州で認めてもらおうとした。
連邦最高裁は、siginificant contactsありとして認める。
   ②Phillips Petroleum Co. v. Shutts, 472 U.S. 797 (1985)
     実際に上記基準を適用して違憲としたケース。
　　ガスのリースについての使用料(royalty)に関する集団訴訟。カンザス州法を適用しようとしたが、カンザス州民は28000人の原告のうち1000人に満たず、天然ガスのリースも同州では1％以下。
  ③Sun Oil Co. v. Wortman, 486 U.S. 717 (1988)
    手続法については、法廷地法を適用することが憲法違反とならないと判示。
　　法廷地法の出訴期限を適用するか否か。これは歴史的に見ても、手続法であるとして、相当の関連性がなくとも、憲法違反にはならないと判示。全員一致の判決。
４）以上の結果、実体問題か手続き問題かが１つ重要な課題として浮かび上がった。また、現代的な準拠法選択ルールの中では、第2次リステイトメントは、密接な関連性を要求しているので大丈夫だが、better law apporachとinterest analysisをとる州では、憲法法理との整合性が課題となる。
４　第24章の練習問題
       　第24章１小林　２田村　３－４高島
①だめな答案の例　
　　人的裁判管轄権に必要な最低限度の接触と、準拠法選択に必要な相当の接触とは量的な違いではない。前者は、特に被告に焦点をあてて、被告にとって公正であるように、被告の行為との関連性を問題とする。後者は、当事者のいずれであれそれらの行為が当該州法を適用するに値する関連性があるかが問題となる。
②スピーカーフォンで、誤って異国の元夫に電話。相手はいきなり罵詈雑言、しかも真実でない非難（児童虐待など）。会議場にすべて聞こえてしまう。ED州において、名誉毀損の提訴（そこでは経済的損害がなくとも、精神的被害だけで不法行為成立。異国では成立せず）。
　憲法上、本件についてED州法適用に問題なし。十分に相当の関連性あり。
　本件が示唆する点は多数ある。
③MはMinneapolisの市民でWisconsin大学に通っている。在学中にWで車を購入。４年生の時にバイクを購入。Cheesemakers Insurance Corp(Wの会社)で二台の車に対してそれぞれ保険に加入。
　卒業の一日前にバイクに乗ったMはWでトラックと衝突。トラックの運転手はWの市民。保険に加入しておらず、支払い能力がない。MはCの保険の２つの保証を併せて保険未加入者に対する最大の損害補償を求める。W法では１つの事件に保険を２つ適用するのは禁止されているが、Minでは許されている。
　また、CがMinでも営業活動をしており、裁判の対人管轄権もMinにある事が予定されている。ミネソタ州で提訴し、同州裁判所がミネソタ州法を適用した場合、憲法上問題があるか。
　十分に相当の関連性があるとして違憲とならない。
④同じ事実。
保険の契約規定に契約上のトラブルは全てW法にのっとり解決する事を明文化すれば何か結論は変わるだろうか。
　ミネソタ州裁判所は準拠法条項を尊重してウィスコンシン州法を適用する可能性が大きいのでその点では大きな違いがある。しかし、ミネソタ州法を適用するとした場合に，それが憲法違反になるとはいえない。
第25章 準拠法選択に関する他の憲法上の問題
    第25章１－２板持　３－４樋口
１ legal terms
    door closing statute
    reverse door closing statute, localizing statute
　　sovereign immunity
　　alienation of affection
２ cases
　Kenney v Supreme Lodge of the World, 252 U.S. 411 (1920)
  Hughes v. Fetter, 341 U.S. 609 (1951)
  Tennessee Coal, Iron & Railroad Co. v. George, 233 U.S. 354 (1914)
  Crider v. Zurich Insurance Co., 380 U.S. 39 (1965)
  Nevada v. Hall, 440 U.S. 410 (1979)
  Schoerberlein v. Purdue University, 544 N.E. 2d 283 (Ill. 1989)
３ 第25章　準拠法選択に関する他の憲法上の問題の要点
１）他州で起きた事件を自州で取り扱わないとする制定法を作る場合がある。これをdoor closing statuteと呼ぶ。それによって、不法行為の場合などは、他州法を適用しないことができる。だが、Hughes v. Fetter, 341 U.S. 609 (1951)で、連邦最高裁は、Full faith and credit条項の要請により、他州での不法死亡訴訟を受け入れないとするウィスコンシン州法を違憲とし、原告がウィスコンシン州で提訴する限り、ウィスコンシン州に裁判する義務があるとした。
　ただし、この判決では、Full faith and credit条項が根拠となっているので、他国の法については射程距離が及ばないことになる。
２）それとは逆に一定の事件について、自州のみで争うことにし、他州での争いを許さないとする州法が制定されることがある。これはreverse door closing statuteとか localizing statuteと呼ばれる。
　これについては、Tennessee Coal, Iron & Railroad Co. v. George, 233 U.S. 354 (1914)で、効力を有しないとされた。
　また、ある州が課した特別な土地管轄や手続き要件を，他州の裁判で踏襲する義務はないとした。Crider v. Zurich Insurance Co., 380 U.S. 39 (1965)（ある州で、当該事件には行政手続きを前置する定めに対し、法廷地州では、十分な信頼と信用を与える必要がないとされた。
３）州の主権免責については、Nevada v. Hall, 440 U.S. 410 (1979)が先例としてある。カリフォルニア州での交通事故で、ネバダ州所有の車両が加害者となった。カリフォルニア州裁判所は、ネバダ州の主権免責の抗弁を退けた。
　逆に、Franchise Tax Board of California v. Hayatt, 538 U.S. 488 (2003)では、ネバダ州民が、カリフォルニア州を被告としてネバダ州裁判所に訴えを提起した。カリフォルニア州の税の取り立てに際し、さまざまな不法行為があったとする訴訟である。ネバダ州は、カリフォルニア州の主権免責の抗弁を否定し、連邦最高裁もそれを認めた。先の1965年の先例と区別できないとした。
　ただし、州が、comity（礼譲）の原則によって、他州の主権免責を認めることは自由である。Schoerberlein v. Purdue University, 544 N.E. 2d 283 (Ill. 1989).
４　練習問題
      第25章１－２板持　３－４樋口
①子を置いて他州（ED）へ出て行った女性。兄が子の面倒を見るも、会わせず。子へ送った金銭も横領。EDで兄を訴えて、alienation of affectionを請求原因とするも、Ed州では最近制定法を作ってこの請求原因を廃止。WF州では存置。
　Ed州では、他州で生じた場合だけ訴えを認めないわけではなく、すべて廃止。したがって、full faith and credit の問題とならない。
②カリフォルニア州が医療過誤訴訟の殺到に困り、他州、他国で生じた医療過誤訴訟について訴え禁止を法律で定めるとどうなるか。
　他州におけるものは、十分な信頼と信用条項に反して違憲となる。だが，外国で生じた医療過誤だけを対象とするなら憲法問題とならない。
③C州では、actionable insult （侮辱的言明に対する訴訟）を限定し、一定の言明や行為に限って50ドルだけの賠償とし、さらに治安判事の専属管轄とした。C州で生じた言明について、U州で訴訟提起。被告はC州の治安判事の専属管轄だとして訴え却下を求めた。
　この法律はU州を拘束しない。
④ED州では、不法行為について主権免責放棄を考慮。ただし、特別な裁判所で陪審なしの手続きを定める。これは他州を拘束するか。
　陪審審理の廃止や土地管轄の限定は他州を拘束しない。
第26章　準拠法と平等保護条項・特権免除条項
　　　　　　第26章１－２樋口　３－４鹿山
１ legal terms
　　equal protection
    privileges and immunities clause
２ cases
  Skahill v. Capital Airlines, inc., 234 F.Supp. 906, 908-909 (S.D.N.Y. 194)
３　第26章　準拠法と平等保護条項・特権免除条項の要点
１）準拠法選択と関係する可能性のある重要条項として、平等保護条項、特権免除条項がある。
　平等保護条項は自然人、法人、外国人すべてを対象とする。
　特権免除条項は，州の市民を対象とするので、法人も外国人も入らない。
　これまで最高裁レベルで、他州民を不利に扱うとして準拠法選択をいずれかの条項に基づき憲法違反とした例はない。下級審でそのような主張を否定した例として、Skahill v. Capital Airlines, inc., 234 F.Supp. 906, 908-909 (S.D.N.Y. 194).
２）平等保護条項については、人種･外国人（国籍）を理由とする差別は厳格審査。基本的権利に関する差別も厳格審査。性別は中間審査。それ以外の基準による差別は合理性審査とされている。
３）特権免除条項については、それが保護する利益が一定のものに限定されており、審査基準は中間審査とされている。
４）Watkins v. Conway, 385 U.S. 188 (1966)という疑問符のつく先例がある。フロリダ州の判決の執行をジョージア州で求めた裁判で、ジョージア州は、他州判決については、ジョージア州の判決よりも短い期間に承認執行を求めなければならないとする出訴期限法に基づき棄却。連邦最高裁もそれを認めた。だが大いに疑問である。
５）一般には，居住要件などで他州民を差別するケースが多い。
　　①選挙権登録に少なくとも1年の居住を要求する州法。違憲（平等保護条項）
　　　　　50日は合憲。
　　②社会保障給付や医療給付について1年の居住要件。違憲。
　　③州立大学の授業料についての優遇要件として1年の居住。これは合憲。
　　④居住期間に応じて州への支払料金を変える制度。違憲。
　ただし、最近はむしろこの種の問題は特権免除条項の問題とする傾向がある。
４　練習問題
①ミシシッピ州での落馬事故。同州には、このような事故について厩舎に免責を認める法律あり。被害者Aはニュー･ヨーク州民で、ニュー･ヨーク州裁判所で訴える。同裁判所は、ニュー･ヨーク州法を適用し、同州民を保護する利益ありとした。そこで、もう1人の被害者Bもニュー･ヨーク州裁判所に訴えを提起。彼女はミシシッピ州民。ところが、ニュー･ヨーク州裁判所は今度はミシシッピ州法を適用して訴え棄却。
　これは平等保護条項違反にならない。居住要件による差別については、合理性審査が適用されており、本件の区別も一応の説明は可能。
②問題文に誤りあり。
ミシシッピ州民とテキサス州民が同じ交通事故で負傷。事故の場所はテキサス。ミシシッピ州で提訴。同州の出訴期限は長く、テキサス州法上の出訴期限は短い。しかし、ミシシッピ州にはborrowing statuteあり。そこで、テキサス州民の訴えは出訴期限にかかることになったが、ミシシッピ州民については出訴期限が長い方が適用されるという規定に基づいて、訴えが認容された。
　これも平等保護条項違反とならない。
③ED州は、レバノン国の市民を除いて、外国の市民によるED州の不動産所有を妨げる法律を可決した。カナダの市民であるコニ―(Connie)は、ED州にある土地を購入したいと思っており、あなたにその法律が合憲(legal)かどうか尋ねた。
　厳格審査の下では違憲。しかし、先例あり。
④NC州は、外国の遺言の承認を許容する遺言借用法の制定を検討している。立法者のカッツ(Katz)は、相互主義が成り立つ場合のみそれを認めるという修正を提案した。
　この修正は、平等保護条項違反とならない。
